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１．外部評価にあたって

大学にとって明治以来の大変革である国立大学の法人化から 3 年が経過しました。

私たちは、時代の波の影響を少なからず受けつつも、信念を持って学理を追及してき

ました。そして今、私たちは更なるステップアップの段階を迎えています。

大阪大学産業科学研究所（産研）は、「自然科学に関する特殊事項で産業に必要なも

のの基礎的学理とその応用の研究」に対する関西の産業界の強い期待と要望を背景に、

昭和 14 年に誕生しました。

当時、僅か 3部門で発足した産研は、現在 28 研究分野を含む 7研究部門と、材料解

析センター、産業科学ナノテクノロジーセンター（平成 14 年設置）、新産業創造物質

基盤技術研究センター（平成 17 年設置）の３附属研究施設を擁する、大阪大学最大の

附置研究所、国内でも有数の総合理工学研究所となりました。その設置目的は、現在、

「産業に必要となる先端的な事項で、材料、情報及び生体に関するものの総合的研究」

としています。平成 9 年度には文部科学省中核的研究拠点（COE）の 1 つに選ばれ、

平成 14 年から 18 年は 21 世紀 COEの拠点に選ばれ、研究・教育を推進してきました。

設立当初より産業への貢献を目指した独創性の高い研究を行ってきましたが、その

伝統を受け継ぎながら、「材料」「情報」「生体」の 3領域においてナノテクノロジーと

ナノサイエンスという全く新しい視点を備え、21 世紀の発展を目指すと共に、自らの

原点を再認識するため、過去 3回にわたり外部評価を実施し、改善を重ねてきました。

今、国立大学法人化から 3年を経て産研も更なる発展への体制が整いつつあります。

法人化を契機として、運営組織、財務、教育・研究・社会貢献などについて皆の努力

により大きな改革が行われました。そして、次への飛躍の時機でもあるこの機会に、

学外の有識者の方々から評価をしていただき、今後の指針とするべく、外部評価を実

施しました。

本報告書は、今回（平成 18 年 10 月）実施された外部評価結果をまとめたものです。

学外の委員の方からの評価とご指摘・ご提言は、産業科学研究所の将来の発展に必要

不可欠であると考えます。当研究所の現状を真摯に受け止め、研究所の更なる発展に

資することができますよう、スタッフ一同邁進する所存です。

金森順次郎委員長をはじめ、外部評価委員をお引き受け頂いた方々に厚くお礼を申

し上げますとともに、今後とも関係者の皆さまにご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

大阪大学産業科学研究所

所長　川合知二
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２．外部評価委員会による評価

２．1 評価の目的

特定の目的をもって設置されている大学附置研究所は、自立的な研究・教育環境を

確保するために、自らの創意によって常に教育・研究の水準の向上や活性化に向けて

努力することが社会的に強く求められている。このため、産業科学研究所においては、

研究所の目的、組織、研究内容に関して平成 6 年度に第 1 回外部評価を行い、平成 7

年 4 月に、研究所全体を今後の学術研究の方向に合致するよう大幅な改組を行った。

改組後 3年を経た平成 10 年度に、改組後の活動状況を見直し、今後の発展と方向づけ

を行う目的で、外部評価を行った。その後、放射線実験所と高次インターマテリアル

研究センターの改組拡充を基にした「産業科学ナノテクノロジーセンター」が平成 14

年度に設置された状況を踏まえ、平成 10 年度外部評価後での、更に推進すべき点、改

善すべき点に関して多くの助言を受けることを目的として平成 15 年度に外部評価を実

施した。

その後、平成 17 年度に附置研究所間連携事業として新たに新産業創造物質基盤技術

研究センターの設置、また、平成 16 年度に国立大学が法人化されるなど、研究所を取

り巻く環境が大きく変化した中で、研究所の管理運営、研究活動等全般について助言を

受けることを目的として、法人化 3年目にあたる平成 18年度に外部評価を実施した。

２．２　外部評価委員

評価委員： 14 名（敬称略、五十音順）、（ ）は主たる担当評価分野

委員長：

金森順次郎　財団法人国際高等研究所所長

元大阪大学総長

（量子機能科学研究部門）

委員（大学関係）：

井上祥平　　東京大学名誉教授

元日本化学会会長

（機能分子科学研究部門）

大須賀節雄　東京大学名誉教授

（知能システム科学研究部門）

岸　輝雄　　独立行政法人物質・材料研究機構理事長

（高次制御材料科学研究部門）

徳本洋志　　北海道大学電子科学研究所教授

（附属産業科学ナノテクノロジーセンター）
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籏野嘉彦　　日本原子力研究開発機構先端基礎研究センター長

元東京工業大学理学部長

（量子ビーム科学研究部門）

吉田賢右　　東京工業大学資源化学研究所長

（生体応答科学研究部門）

委員（産業界関係）：

青木初夫　　アステラス製薬株式会社代表取締役会長

日本製薬協会会長

（生体応答科学研究部門）

今井繁規　　シャープ株式会社ディスプレイ技術開発本部ディスプレイ戦略推進室

参与

（高次制御材料科学研究部門）

今成　真　　三菱化学株式会社顧問

日本化学会副会長

（機能分子科学研究部門）

岡崎信次　　技術研究組合超先端電子技術開発機構 EUVプロセス技術研究部長

（附属産業科学ナノテクノロジーセンター）

林　　弘　　株式会社富士通研究所常務取締役

（知能システム科学研究部門）

横山直樹　　株式会社富士通研究所ナノテクノロジー研究センター長

（量子機能科学研究部門）

吉川和輝　　日本経済新聞社編集局科学技術部編集委員

（量子ビーム科学研究部門）

２．３　外国人による評価

今回の外部評価委員会による評価にあわせて、各研究分野については外国人による

評価を実施した。 （外国人評価者名／所属機関／職名）

量子機能科学研究部門

Ellen D. Williams／ University of Maryland／ Professor

Klaus H. Ploog／ Paul Drude Institute／ Professor, Director

Byong-Gook Park／ Seoul National University／ Professor

Peter H. Dederichs／ Juelich Research Center／ Professor

高次制御材料科学研究部門

James M. Howe／ University of Virginia／ Professor

David C. Dunand／ Northwestern University／ Professor
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Thorvald G. Andersson／ Chalmers University of Technology／ Professor

Emil Pincik／ Department of Applied Physics of Institute of Physics Slovak Academy of

Sciences／ Head

Lian Gao／ Shanghai Institute of Ceramics, State Key Laboratory, Chinese Academy of

Sciences／ Professor

Wayne P. Hess ／ Chemical Structure & Dynamics Pacific Northwest National

Laboratory／ Associate Director 

Ulrich Höfer／ Philipps-University Marburg／ Professor

機能分子科学研究部門

Byeang Hyean Kim／ Pohang University of Science and Technology／ Professor

Indraneel Ghosh／ University of Arizona／ Professor

Yves Rubin／ University of California, Los Angeles／ Professor

Prashant V. Kamat／ University of Notre Dam／ Professor 

Miguel A. Miranda／ Universidad Politecnica de Valencia／ Professor

Minjoon Yoon／ Chungnum National University／ Professor

Xue Long Hou／ Vice Director of State Key Laboratory of Organometallic Chemistry／

Professor

E. Peter Kündig／ University of Geneva／ Professor

Dieter Enders／ Institute of Organic Chemistry Rheinisch-Westfälische Technische

Hochschule Aachen／ Professor

知能システム科学研究部門

Jacqueline Bourdeau／ Laboratory for Informatic, Cognitive and Environment of

Formation Research Center／ Professor 

HongBin Zha／ Peking University／ Professor

Kai Ming Ting／Monash University／ Professor

Saso Dzeroski／ Jozef Stefan Institute／ Professor

生体応答科学研究部門

Moon-Hee Sung／ Kookmin University／ Professor

John Ryan／ University of Oxford／ Professor

Shimon Schuldiner／ The Hebrew University of Jerusalem／ Professor

量子ビーム科学研究部門

Kwang-Je Kim／ Director of the Argonne Accelerator Institute, Argonne National

Laboratory／ The University of Chicago／ Professor

Tulsi Mukherjee／ Bhabha Atomic Reserch Centre／ Professor
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産業科学ナノテクノロジーセンター

ナノマテリアル・デバイス研究部門

Dave H. A. Blank／ University of Twente／ Professor

Thorvald G. Andersson／ Chalmers University of Technology／ Professor

Prashant V. Kamat／ University of Notre Dam／ Professor 

Miguel A. Miranda／ Universidad Politecnica de Valencia／ Professor

Minjoon Yoon／ Chungnum National University／ Professor

Moon-Hee Sung／ Kookmin University／ Professor

ナノ量子ビーム研究部門

Sergey V. Anishchik／ Institute of Chemical Kinetics and Combustion Russian Academy

Sciences Novosibirsk／ Professor

Pradeep Kumar Pujari／ Bhabha Atomic Research Centre／ Scientific Officer

Tulsi Mukherjee／ Bhabha Atomic Reserch Centre／ Professor

ナノテクノロジー産業応用研究部門

Carol A Handwerker／ Purdue University／ Professor

Peter H. Dederichs／ Juelich Research Center／ Professor

Jacqueline Bourdeau／ Laboratory for Informatic, Cognitive and Environment of

Formation Research Center／ Professor 

ナノ構造機能評価研究部門

James M. Howe／ University of Virginia／ Professor

Klaus H. Ploog／ Paul Drude Institute／ Professor, Director

２．４　評価の実施経過

平成 18 年

4 月 6 日　　教授懇談会

外部評価実施計画案の検討

4月20日　　所内評価委員会

外部評価実施計画案の検討

5月11日　　教授懇談会

外部評価実施計画案の検討

5月18日　　教授会

外部評価実施計画承認、幹事・副幹事選出の報告
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7月 6日　　教授懇談会

外部評価委員、実施日程決定

7月 6日　　外部評価委員就任依頼状送付

7月21日　　所内評価委員会

実施日程、資料等の検討

9月 7日　　教授懇談会

配付資料、外部評価の進め方等検討

9月28日　　評価資料の送付

10 月 5 日　　教授懇談会

外部評価の進め方等の詳細を検討

10 月 23 日、24 日

外部評価委員会

外部評価実施

11 月～ 12 月　評価委員評価表作成及び提出期間

平成 19 年

3 月 1 日　　教授懇談会

外部評価結果まとめ作業の報告

6月 7日　　所内評価委員会

外部評価報告書取りまとめ

6月21日　　教授会

外部評価報告書印刷の報告

２．５　評価の実施方法

外部評価委員会を平成 18 年 10 月 23 日 、24 日 に開催した。

今回は、研究所全体の評価資料として、評価項目に合わせて研究所の「１．組織

２．運営　３．財務　４．研究施設・設備　５．研究活動　６．教育活動・人材育

成・若手支援　７．社会との連携　８．国際連携　９．教員選考　10．中期目標・中

期計画・将来計画　11．前回評価における指摘事項への対応」について、それぞれの

状況等を簡潔にまとめた資料を作成し、次の資料を添えて用意した。

産研要覧（平成 18 年度版）

産研リーフレット（平成 18 年度版）

年次報告書（平成 17 年度版）

21 世紀 COEプログラム研究成果報告書（2005 年度版）

研究部門等説明資料

評価表（研究所全体分、各研究部門及びセンター分）
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委員会初日（ 23 日）は 13 時より次の内容を実施した。

1 委員長の選出（委員の互選による）

2 評価方法についての説明

3 研究所全体の説明（川合所長）と質疑応答

4 研究部門の説明（量子機能科学研究部門、機能分子科学研究部門及び材料解析セ

ンター、生体応答科学研究部門）と質疑応答

5 所内施設・設備視察

6 外部評価委員と教員（教授及び評価委員会委員）との情報交換会

委員会 2日目（ 24 日）は 9時より次の内容を実施した。

1 研究部門の説明（知能システム科学研究部門、高次制御材料科学研究部門、量子

ビーム科学研究部門）と質疑応答

2 附属施設の説明（産業科学ナノテクノロジーセンター、新産業創造物質基盤技術

研究センター）と質疑応答

3 報告書取りまとめ方針の検討

＊評価結果は、評価表（コメントも記入）に記入の上、12 月末までに所長あてに提

出することとなった。

２．６　評価項目

研究所全体についての評価項目は次のとおりである。

１）組織

２）運営

３）財務

４）研究施設・設備

５）研究活動

６）教育活動・人材育成・若手支援

７）社会との連携

８）国際連携

９）教員選考

10）中期目標・中期計画・将来計画

11）その他（自由記述）

12）総合評価
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研究部門、附属施設の評価項目は次のとおりである。

１）研究活動

・研究レベル、外部発表（論文、学会）、特許、受賞関係等

２）共同研究

・所内・所外共同研究、産学協同研究

３）研究設備

・部門内の実験装置、研究環境

４）研究予算

・科研費、受託研究費、共同研究費、公募型研究費等など予算面

５）学会活動・国際交流

・国内・国外の学会活動、国際共同研究、国際会議等の活動

６）その他（自由記述）

７）総合評価

評価は、各項目、総合評価とも次の 4段階評価とした。

a ：　良い

b ：　ほぼ良い

c ：　やや悪い

d ：　悪い
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３．評価結果

外部評価委員長　金森順次郎

産業科学研究所の直近の外部評価は 2003 年になされており、その時点における研究

所の現状や活動に関し当時の評価委員より多数の建設的な意見が提出され、研究所改

善の糧とされてきた。2004 年度には国立大学法人が発足し、3 年経過後に再度外部評

価を実施されたことは、その間の科学技術の研究教育環境の変化を通じて、本研究所

が成し遂げた活動を点検し、将来のさらなる発展を期するという、構成員の並々なら

ぬ強い意志を示したものと解される。

今回の当研究所の外部評価実施に当たっては、国内の学会および産業界から 14 名の

委員（前節記載）からなる外部評価委員会が組織され、研究所の組織，活動状況，将

来計画など多岐にわたって評価を行った。

各評価委員の経歴からもわかるように、各自の専門，経験等に大きい違いがあり、

従って学術・技術・研究・教育に対する視点も夫々個性的であることが予想されたが、

敢えて主観的意見をあげていただくことにより、広い視野に立脚した産業科学研究所

の将来計画策定の参考になることを期待されたと考える。実際に、産業科学研究所と

いう組織がわが国の科学技術発展に果たすべき役割についても、必ずしも共通の理解

があったとはいえない。各委員から提出された評価，意見等は次節にまとめられてい

るが、ここでは研究所全体の評価について、各項目についてその概要を纏めて述べる。

その際、少数の評価委員だけの意見でも、他の委員の意見に含まれていない提案、要

望等は出来るだけ記載し、一方多数意見とは異なる意見の場合は、問題点を明瞭にす

るため、少数意見であることを明記した。また評価委員長としては、概要をまとめる

に当たって時間の関係等で議論が尽くせなかった点については改めて研究所側から説

明を受け、補足ないし修正を加えた。評価記号 aは良い，bはほぼ良い，cはやや悪い，

dは悪いを表し、数字はその項目について同じ評価記号を記した委員の人数を示して

いる。

［A］ 研究所全体の評価
評価表の項目の（11）その他と（12）総合評価の番号を入れ替えて記載した。

（1）組織（11a3b）
現在の六つの研究部門と二つの研究センターからなる組織は、時代の流れを的確に

捉え、社会の要請にも応じる体制であって、幅広い分野の研究者の採用、若手研究者

数の増加等の成果を収めているという視点から、各委員の高い評価を得た。今後の更

なる改善努力あるいは検討が望まれる事項としては、研究支援組織の整備、外国人登

用による国際化の推進、研究所の意思決定機関としての教授会と新しく導入された役

員会および所長との関係が指摘されたが、意思決定機関の問題は所内規程の整備より

も、実際の運営に当たっての良き慣行の定着が重要である。この点については、会議

の能率化のために様々な工夫がなされていて、逐次改善されている。
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（2）運営（11a3b）
現在の運営については、各委員とも多くの点で適切であるという評価である。任期

制と業績評価についても、積極的に取り組んでいる姿勢を評価するという点で一致し

ている。業績評価の内容についても透明度を高め所内の理解を深める努力がなされて

いる点も高く評価できる。なお、産業界でも、業績評価によって研究テーマ選択が近

視眼的になり、基礎的でよりリスクの高いテーマが見送られるデメリットが意識され

見直されて来ているので、運用に慎重であってほしいという意見が述べられた。この

点についても十分留意されているようであるが、詳細な規則でもカバーしきれない

ケースが存在する可能性は否定できないので、所長に一定の裁量権を委ねて、規則の

議論に費やす時間を節約するのも合理的な方法であろう。

（3）財務（14a）
活発な研究活動を背景にして、各種外部資金は順調に獲得され、財務内容は健全で

あるという評価で全員の意見が一致している。外部資金の持続性の確保について、産

業界との共創のあるべき姿や方法の検討の必要性を指摘した意見もあるが、その内容

を明確にする機会が無かったので、意見があった事実だけを述べるに留めたい。

（4）研究施設・設備（11a3b）
大学一般に比べて充実していて、現在の研究活動に必要な設備が整えられていると

の認識は各委員に共有されている。ただ、国際レベルと比較しての一層の充実が望ま

れ、不断の更新の努力が必要であること、また全般に古くなっているきらいがあると

いう意見も出された。

（5）研究活動（12a2b）
全般的に高い評価が得られている。しかし、センターの設置によって分野を超えた

共同研究を行なう環境も整っているが、その効果がまだ十分には現れていない。初心

を堅持して新しい共同研究で成果を挙げる努力が必要であるとの指摘があった。また、

特許出願数をもっと伸ばすようにという要望もあったが、これにはこれと正反対に、

特許出願数をもって研究活動の指標とするべきでないという意見もあるので、事実の

記載に留める。

（6）教育活動・人材育成・若手支援（7a7b）
現在の大阪大学の制度のもとで、高いレベルの努力が為され、実績も上がっている

という評価では、全委員が一致している。要望があった点は、①企業からの若手研究

員受け入れの仕組みや社会人博士課程の設置の検討、②より一層の国際化、③産研大

学院出身者のその後の活動についての追跡調査、である。また学部学生との接点が希

薄であるという指摘もあったが、これは、大学における研究所の位置づけ、またそれ

に対する教員配置等の大学全般に関係する問題に関係しているので、（12）にまとめを

記す。
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（7）社会との連携（8a6b）
一評価委員の意見「社会との接点、産業界との交流も充分である。産業界とは適切

に間をとった対応が、大学には要求されることを忘れないでほしい。」で代表されるよ

うに、産学連携はよく努力されていて現状で十分であるという意見が大多数であった

が、より一層の強化を望む意見もあった。小中高生および社会への広報活動について

は、一層の工夫を求める意見があった。

（8）国際連携（5a8b1c）
よく努力されているという評価が大多数であったが、将来のあるべき姿については

日本社会全体としても明確なイメージがない現状であることから、なお多くの新しい

試みを続けることが要望される。海外拠点の今後の発展もその例であって、現在でも

若手研究者の研究交流に貢献しているが、海外との教員の人事交流等の課題等を意識

した努力が期待される。

（9）教員選考（11a3b）
方法とその結果としての現状については、高い評価で意見が一致した。現状のよう

なバラエティに富む教員分布の維持と残された問題である女性教員の増加について今

後の努力の継続が期待される。

（10）中期目標・中期計画、将来計画（7a7b）
中期目標・中期計画は適正であるという評価でおおむね一致している。二つの少数

意見を、評価委員長としての見解を付して紹介する。その一つはボトムアップ的研究

分野・テーマの設定になっていて、組織としての具体的ターゲットが見えないという

意見である。この意見は、大学に設置された研究所としての産研全体の性格をどのよ

うに考えるかという基本問題に関連しているので、これを評価委員全体の結論とする

ことはできない。（12）その他のところで、問題の性格について議論を深めたい。第二

は人間指向というグランドデザインと従来の「産業に必要となる先端的な事項で、材

料、情報および生体に関するものの総合研究」という目的との関係について時間の関

係で十分議論ができなかったという指摘があったが、その後、このグランドデザイン

は 21 世紀における新産業創造へ向けての総合的な方向を示したもので、従来の目的と

十分に整合性のある目標であることを確認した。

（11）総合評価（13a1b）
ほぼ全員が、総合評価として aを与えた。その理由は様々であるが、研究所全体と

しての方向あるいは哲学を形成しようというという意欲とそれに向けての最近の努力

を高く評価したといってよい。今後の発展については、委員によって様々な期待が述

べられていて、必ずしも方向性が一致しているといえないが、そのキーワード的な表

現を列挙する。①学内の協力体制はより一層推進すべきである。②研究所が大学の独

自性を堅持しながら発展することを望む。③産業応用を意識した基礎研究に力を入れ

てほしい。④産業界への広報活動の強化。⑤産業界との連携をさらに強化し、新産業



─ 12 ─

創出の中核研究拠点となって欲しい。（注：これについては、（12）その他の⑥に記し

た注を参照されたい。）⑥基礎研究の重要性の認識と、その充実を図り、実用化研究の

バックボーンとなる成果も期待したい。

（12）その他
様々な補足意見が各委員から述べられた。相互に重複する部分および前項の総合評

価と重複する部分を除いてキーワード的表現を順次紹介する。また①と③は基本的な

問題に関係しているので、かなり敷衍した文章となった。なお①の部分は、評価委員

の意見に、委員長の見解をミックスしたものであることを特にお断りしておきたい。

①萌芽的研究の多くは個別研究から生じるが、一方、現代の科学・技術の大きな特徴

として多分野にわたる共同研究の重要性が増しているので、附置研究所の組織ならび

に運用のあり方としては、緩い枠組みの中で、最小限の制約の下で個別研究が行われ

ることを保障すること、各個研究者の自由意志のもとで分野の壁を越えた共同研究を

容易に推進すること、によって最大の研究成果を達成するものであることが望ましい。

今後大学が学部研究所のより融合した一体化を目指すのであれば、組織の区分とそ

れに対応する教員と学生の区分について、大幅な自由度を導入することの可能性を検

討する時期に来ているように思われる。研究所をプロジェクト指向と限定することが

出来れば、その設立意義は明快となるが、その永続性には当然制限を設けなければ、

上記の萌芽的研究の抑圧になる。一方、研究所に学部区分と異なる総合的研究分野を

カバーする意義を認めれば、大学院においては、学部に立脚した大学院とは分離して

独立研究科を形成するのがその究極の姿であろう。この二つの極限の間の位置づけに

よって、（6）教育活動・人材育成・若手支援で述べられた産研と学部学生の関係の希

薄さの問題に対する答えを出す必要がある。

②外部資金には切れ目があるので、共通設備の計画的導入が望まれる。

③時代の変化に応じて組織を常に最適なものにするためには組織変更が不可欠である。

法人化に伴い、組織変更の可能性については制度上ではやりやすくなったと聞くが、

実質的には、例えば部門の再編成のような大きな変革が容易に行えるとは思えない。

このような大きな変革は各個研究者に多大の時間的・財政的・心理的犠牲を強いるこ

とになるので、それによる損失と改革の効果を兼ね合いにせねばならない。

④助教授には任期がないが、検討する必要は？

⑤研究分野別に外部評価委員が決まっているのであれば、研究テーマ評価を分野別に

並列に評価を行った方がより詳しく評価できたのでは。1 日目の最後に研究室へのツ

アーや若手研究員へのインタビューをしたが、1研究室への時間割当てが少なすぎた。

⑥産業界との連携の一層の強化が必要である。産業科学という名前の研究所でもあり、

新産業創造に向けてさらに努力されることを希望する。（注：なお、この意見および

（11）総合評価の末尾で引用した⑤は、（7）社会との連携でまとめた意見とは、少なく

とも表面的には同じ方向とはいえない。）

⑦メディア関係者との定期的対話が必要である。戦略的な広報戦略を期待する。
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３．１　評価結果の集計
（１）研究所全体
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（２）研究部門及びセンター
（注：評価委員から回答のあったもののみ記載）
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３．２　評価結果の詳細
（１）研究所全体
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（２）研究部門及びセンター
量子機能科学研究部門



─ 30 ─



─ 31 ─

高次制御材料科学研究部門
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機能分子科学研究部門
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知能システム科学研究部門
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生体応答科学研究部門
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量子ビーム科学研究部門
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産業科学ナノテクノロジーセンター
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新産業創造物質基盤技術研究センター
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知能システム科学研究部門
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３．４　評価表
（様式１）
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（様式２）
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４．おわりに

平成 18 年度に実施した外部評価を報告書としてまとめるにあたり、金森順次郎委員

長をはじめ全委員に感謝を申し上げます。急速な変貌を遂げている社会の中で、大学

を取り巻く環境も大きく変化しており、大学法人化により、研究と教育のよりいっそ

うの充実を図りながら、如何に研究所の組織としての格を確立していくのかが問われ

ています。また、科学のフロンティアが拡大しかつ先鋭化する中で、産業と科学のよ

り一層の緊密化、国際的視点の重要性が高まっています。ある意味では、未経験の領

域で、日本をリードして解を求め、あるべき姿を創造的に実現していくことが期待さ

れています。また、いくつかの課題については具体的な改善を指摘されています。こ

のような課題に応え、本研究所が大阪大学の一員として、産業と科学で社会の役に立

ち、国際的にも確乎たる地歩を確立していくために、本外部評価は誠に貴重な糧とな

るものです。自ら策定した中期計画、中期目標を念頭におきながら、本外部評価を折

に触れ繙き、自己を客観視し点検する鏡として活用し、さらなる飛躍をめざして邁進

して参りますので、皆様のご支援を心よりお願い申し上げる次第です。

大阪大学産業科学研究所

評価委員会委員長

所長　川合知二

平成 19 年 6 月
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付録②

大阪大学産業科学研究所評価委員会委員（平成 18 年度）

委員長：　　所　長　　川　合 知　二

委　員：　　教　授　　岩　崎　　　裕（外部評価　幹　事）

教　授　　弘　津　禎　彦（外部評価　副幹事）

教　授　　笹　井　宏　明（外部評価　副幹事）

教　授　　朝　日　　　一

教　授　　山　口　明　人

教　授　　松　本　和　彦

教　授　　八　木　康　史

教　授　　野　地　博　行

教　授　　田　川　精　一

教　授　　田　畑　　　仁（～平成 18 年 11 月）

教　授　　菅　沼　克　昭（平成 18 年 12 月～）

助教授　　松　本　卓　也

助教授　　栗　原　　　聡

助教授　　村　上　　　聡

助教授　　譽　田　義　英

助　手　　大　野　恭　秀

助　手　　家　　　裕　隆

助　手　　佐　伯　昭　紀


